
■国際化する日本の労働市場（概要）

本書は、外国人労働者をめぐるさまざまな問題を
意識しながら、議論を活発化させるための座標軸を
提示し、日本における外国人労働者問題を次の３つ
の視点から論じる。
第 に、日本における外国人労働者問題の歴史的1

推移と国際労働市場の需給調整メカニズムに関する
分析である。

、 、第２に 日本の労働市場の国際化に関する現状を
。就労・雇用実態の詳細な調査を通じて明らかにする

第 に、日本社会と外国人労働者政策に関する議3
。 、 、論の検討である 本書では 今後の日本経済の展望

人口構造の変化と移民受入れ、外国人労働者家族内
部の世代間利害対立などの観点から、今後の外国人
労働者政策の方向性を吟味する。
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